
(1)川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 
・誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けること

ができる地域の実現（以下に掲げる個別計画の上位概念） 

(2)第 6 期川崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
・「高齢者の多様な居住環境の実現」をはじめとした取組みによる川

崎らしい都市型の地域居住の実現 

(3)第 2 期川崎市高齢者居住安定確保計画 
・特別養護老人ホームをはじめとした施設・居住系サービスの整備 

(4)第 4 次かわさきノーマライゼーションプラン 
・障害のある人もない人も、お互いを尊重しながら共に支え合う、自

立と共生の地域社会の実現 

(5)川崎市地域リハビリテーションセンター整備基本計画 
・専門的なリハビリテーション技術を提供していくため、南・中・北

部に「地域リハビリテーションセンター」を整備 

(6)ウェルフェアイノベーション推進基本方針、基本計画 
・跡地活用施設に「福祉・介護産業の振興を行うセンター機能」を設

置し、新たな福祉製品やサービスの創出を促進 

≪改訂の概要≫ 

(1)障害者入所施設の整備 

・本市南部地域における障害者入所施設の整備の喫緊性や公有
財産を有効活用する等の観点から跡地活用施設に整備 

(2)（仮称）南部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰの整備 

・当初整備を計画していた（仮称）総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰについ
ては（仮称）南部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰに一元化して整備し、地域
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰの統括や、障害者更生相談所と精神保健福祉
ｾﾝﾀｰの一体的運営による管理体制の効率化 

(3)計画期間及びデータ等の時点修正 

・計画期間を平成 32 年度までとし、統計やデータは時点修正

(1) 介護・リハビリテーションニーズの量的増加・多様化 
・高齢者数、認知症高齢者数、障害者数及び高齢者世帯数等が増加 
・障害者介護保険サービスや障害福祉サービスの連携の中で在宅生活

を過ごす高齢者、障害者の増加見込み 

(2)在宅生活支援の必要性 
・半数以上の高齢者が介護が必要となっても在宅生活を志向 
・施設サービスは在宅サービスに比べ費用が高額 

(3)本市におけるﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業の課題と対応の方向性 
・最もふさわしい暮らし方を取り戻す支援として、生活の場を中心と

した身近な地域で展開する「地域リハビリテーション」の必要性

(4)介護・リハビリテーションに関する環境変化  
・家庭内における介護力の低下と福祉人材の不足 
・福祉人材に求められる専門性の向上 
・新たな福祉製品の有効活用 

(5)福祉人材の確保・定着・育成 
・介護関連職種の離職率の高さ 
・セミナーや研修等による人材の定着に向けた情報提供の必要性 
・キャリアパスの仕組みの構築、介護ロボット等の新技術の導入、多

職種連携、就労環境改善等の必要性 

福祉センター再編整備基本計画（Ｈ２２．３策定）

川崎市福祉センター跡地活用施設整備基本計画改訂版案（概要）

◆平成 25年度末で現行施設を廃止し、近隣公共用地及び 
現行施設の跡地を有効活用して段階的に再編整備する。

４ 跡地活用施設の基本目標

１ 基本計画策定及び改訂の経緯・主旨
跡地活用施設整備基本計画（H26.3 策定） 

◆福祉需要や関連計画の状況を踏まえた上で、

基本目標、導入機能、整備手法、スケジュー

ル等の概要を整理し、跡地活用施設の「基本

的な方向性」を示す。 

◆目指すべき機能を効率的・効果的に発揮する

ための仕組みづくりや、事業者の募集・選定

条件、基本・実施設計等を検討・策定する際

の事項など跡地活用施設に関する取組の基本

的事項を明確化する。 

(2)福祉センターの再編整備状況 

・老人福祉センター、わーくす等については、福祉センター
グランド等用地に新設した「ふれあいプラザかわさき」内に
機能移転（H26.4.1） 

・南部地域療育センターを市立川崎高校に複合整備 
（H26.9.1） 

５ 導入施設・機能

福祉を取り巻く状況等を踏まえると、今後さらに在宅生活を支援する取組みが重要に

なる中で、福祉関連の各個別計画に基づき取組んでいるが、跡地活用施設においては、

それらの計画の上位概念として位置付けられる『川崎市地域包括ケアシステム推進ビジ

ョン』の基本理念を踏まえ、高齢者や障害者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮

らし続けることができる地域社会の実現を目指して、「高齢者や障害者の在宅生活支援

の推進」を基本目標とする。  

 高齢者や障害者の在宅生活支援の推進 

高齢者や障害者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らし 

続けることができる地域社会の実現を目指して   

跡地活用施設
基本目標 

３ 福祉を取り巻く状況(現状と課題)及び対応の方向性

２ 福祉関連計画・施策の状況

◆障害者入所施設の設置 
・本市南部地域における障害者入所施設の

設置を求める主旨の請願が採択された。 
（H21、H22、H23） 

・施設の定員増については、神奈川県障害
福祉計画に位置づける必要があること
から、整備の考え方について、平成２６
年９月に神奈川県と調整し、基本的な理
解を得た。 

◆その他 
・（仮称）南部リハビリテーションセンタ

ーに係る見直しや整備基本計画の期間
を見直す。 

障害者入所施設の設置等の必要性 

【民間施設・機能】 

(1)高齢者支援施設等（特別養護老人ホーム） 
高齢化の進展に伴う中重度の要介護高齢者の増加に対する介護基盤の充実

のため、特別養護老人ホームを整備し、併せて、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護、看護小規模多機能型居宅介護等の地域に密着したサービスを整備
することで、在宅の要介護高齢者や介護をする家族等の支援につなげる。 
・特別養護老人ホーム      ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
・短期入所生活介護       ・地域交流スペース 
・看護小規模多機能型居宅介護 

(2)障害者入所施設等 
障害の状況や家族の高齢化等により、現状では在宅生活の継続が困難な方

や、長期入院中の精神障害のある方などを受入れ、生活の場を提供するとと
もに、地域リハビリテーションセンターにおける評価判定機能や在宅支援機
能等と連携しながら、グループホーム等への地域移行に向けた訓練を行う通
過型の入所施設をコンセプトとして障害者入所施設を設置する。 
また、入所支援と併せて、地域で暮らしている障害のある方への短期入所

サービスや体験宿泊等の地域生活を支えるサービスを提供することで、障害
のある方が、住み慣れた地域や自らの望む場で安心して生活を送ることがで
きるような支援を展開する拠点的な役割を果たしていく。 
・施設入所支援         ・短期入所      
・宿泊型自立訓練        ・体験宿泊支援    
・生活介護 
・自立訓練（生活訓練・機能訓練） 

(1)福祉センター跡地活用の検討の方向性 

・将来的な福祉需要等に対応するため、「福祉ゾーン」と
しての活用を図っていく。 

・「跡地活用施設整備基本計画」を平成２５年度末までを
目途に策定する。 

【市施設・機能】 

(1)（仮称）南部リハビリテーションセンター 
障害者更生相談所と精神保健福祉センターを統合のうえ（仮称）南部リハ

ビリテーションセンターとして整備し、全市を対象とした法定業務や地域リ
ハビリテーションセンターの統括を行うとともに、在宅支援室、日中活動の
場等を併設し、跡地活用施設の他の施設等と連携しながら、生活の場を中心
とした地域リハビリテーションの展開と地域の支援機関への普及に努める。 
・在宅支援室  ・日中活動センター 
・発達相談支援センター  ・ひきこもり地域支援センター 
・南部就労援助センター 

(2)（仮称）福祉総合研修センター 
福祉人材の育成機能として、「（仮称）福祉総合研修センター」を設置し、

最新かつ専門的な技術や知識の獲得に関する研修を実施するとともに、福祉
の現場を、研修の実践的フィールドとして活用し、高度な専門性を有する福
祉人材の育成等を行う。 

(3)（仮称）ウェルフェアイノベーション連携・推進センター 
「福祉・介護産業の振興を行うセンター機能」を設置し、（仮称）南部リハ

ビリテーションセンター等でのニーズ調査やモニタリング、企業の福祉施設等
とのビジネスマッチング等を展開することにより、新たな福祉製品やサービス
の創出を促進する。 

(4)その他 
・防災集中備蓄倉庫 

基本計画の改訂 

跡地活用施設は、自らが持つ機能だけではなく、区役所、地域包括

支援センター、障害者相談支援センター、医療機関や、在宅医療、

地域の相談支援機関等のサービスを提供する地域資源との相互連携

図りながら、川崎市地域包括ケア推進ビジョン踏まえ、増大かつ多

様化するケアニーズに的確に対応し、高齢者や障害者の在宅生活支

援に向けた取組みを進める。

●高齢者及び障害者施設の整備と短期入所、訪問介護・看護、定期

巡回や生活介護、自立訓練等のサービス提供 

●障害者更生相談所と精神保健福祉センターの機能、在宅機能訓練

等の機能、日中活動や就労に関する機能、専門性が高い相談機能

等が有機的な関係性を持った質の高い支援 

●跡地活用施設利用者やその家族に有益となる福祉製品の開発や福

祉人材の確保・定着・育成 

相互に連携、質の高いサービスを提供 



（４）法令上の制限と建築可能範囲 

用途地域・防火地域 商業地域・防火地域 

建ぺい率 
80％(防火地域内の耐火建築物

100%) 

容積率 400% 

日影規制 無 

道路斜線 1.5(勾配) 

道路斜線適用距離 20m (商業地域・容積率 400%の地域) 

高度地区 なし 

その他の区域 景観計画区域 

６ 建築計画

（１）計画地及び立地状況 

（２）施設概要 

（３）施設規模の想定範囲 

計画地は東側道路幅 6ｍ、西側道路幅 4ｍ、
南側道路幅 4ｍ、北側道路幅 8ｍに接道してお
り地域地区は商業地域・防火地区内に位置し
ている。 
そのため、計画地自体は日影規制の制限がな

いが、西側道路中心より西側が準工業地域で
あるため、日影規制(5h/3h 4m)による建物高
さ・形態の制限を受ける。 

容積率制限を踏まえると建設可能面積は、約 16,000 ㎡（≒4,038.20 ㎡×400％）であるが、駐車場、備蓄

倉庫等の容積率制限対象外となる施設を含めた規模を想定する。 
また階数については最大の場合、地上部分で 15階程度を想定している。 

跡地活用施設建設の前提として考慮した法令による制限や建築可能範囲等の主な内容については次のと
おりである。 

○用途地域による建築制限 

計画地は、川崎市川崎区日進町 5-1 であり、昭和 49 年に竣工した「川崎市福祉センター」の跡地で、JR

川崎駅から 1km 圏内で徒歩 15 分、京急八丁畷駅から 400m で徒歩 5分の位置にあり、敷地周辺は、住宅や企

業・店舗が入る高層ビルが林立しているとともに、戸建住宅や簡易宿泊所が建ち並んでいる。 

○在宅支援室 

○日中活動センター 

○発達相談支援センター 

○ひきこもり地域支援センター 

○南部就労援助センター 

○特養護老人ホーム 

○短期入所生活介護 

○看護小規模多機能型居宅介護 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

○地域交流スペース

○施設入所支援 

○宿泊型自立訓練 

○生活介護 

○自立訓練（生活訓練・機能訓練） 

○短期入所 

○体験宿泊支援

高齢者支援施設等

障害者入所施設等

民間施設・機能

跡地活用施設 

市施設・機能

(仮称)南部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

※障害者更生相談所・精神保健福祉ｾﾝﾀｰを統合

（仮称）総合福祉研修センター

（仮称）ｳｪﾙﾌｪｱｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連携・推進ｾﾝﾀｰ

共用施設

共用 共用

○駐車場 
○機械室 等 

防災集中備蓄倉庫

約 2,000～3,000 ㎡を想定 約 12,000～14,000 ㎡を想定 

約 3,200 ㎡を想定 

≪計画地≫ 

福祉センター跡地(敷地面積 4,038.20 ㎡)
現・福祉センター(地上 5 階、地下 1階 延床面積 8,500.45 ㎡) 

福祉センターグランド等用地(敷地面積 1,914.47 ㎡) 
Ｈ26・4  ふれあいプラザかわさき 
(地上 3 階 延床面積 3,351.67 ㎡) 



８ 施設整備スケジュール

７ 施設整備手法及び事業者の選定

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

改訂基本計画の策定 社会福祉法人の 

選定、決定 

整備事業者の 

選定、決定 

解体設計 解体工事 

基本設計・実施設計 

新築工事 
開

所

●事業者選定プロセス

パブリックコメント 

（１）整備手法の選定 

①整備手法の方向性 

跡地活用施設の整備にあたっては、施設運営も含めた事業期間全体を通じて、公的財政負担の縮減やサー

ビス水準の向上等も踏まえ、民間事業者の資金やノウハウ等を活用することを基本にしつつ、公有地の有効活

用や、施設を運営する法人に関しても考慮し、効率的、効果的な整備手法を選定する必要がある。

②整備手法の検討 

※跡地活用施設の民間施設部分の土地については、民間施設を運営する社会福祉法人に貸し付けることとし、
定期借地方式により、事業期間と同期間（50 年）の借地権を設定するものとして、借地借家法の「一般定期
借地権」を採用する。 

（２）運営法人及び整備事業者の選定

①本市は、跡地活用施設のうち、民間施設を設置・運営する社会福祉法人を公募する。 

※看護小規模多機能型居宅介護や自立訓練などの本市の課題解決に資する取組みを公募条件とする予定 

②応募があった社会福祉法人について、本市の附属機関である「川崎市健康福祉局関係施設整備事業者選定委員

会」の調査審議を経て選定する。 

③本市は、既存施設の解体と跡地活用施設全体を建築する建設企業等（以下、「整備事業者」という。）の選定の

ために必要な要求水準書等について、先に選定された社会福祉法人（以下、「運営法人」という。）から意見を聴

取のうえ作成し、入札の公告を行う。 

④入札については、設計、建設及び運営のノウハウ並びに民間資金を活用するとともに、コスト及び工期の縮減

を図るため、価格のみならず性能も総合的に評価する総合評価一般競争入札を実施し、整備事業者を選定する。 

民間事業者の資金やノウハウ等を活用しつつ、効果的に本市の財政負担を縮減するため、民間活用のスキーム
を採用することを前提にしたうえで、民間施設については、公的な色彩を持つ社会福祉法人が運営することが
原則であることや整備スケジュール等を踏まえ、跡地活用施設の整備に適する整備手法を採用する。 

検討

「一括買取方式」による整備

既存施設の解体と跡地活用施設全体を建築した建設企業等から、本市及び民間施設を運営する法人（社会

福祉法人）が、それぞれ一括して買い取ることにより、跡地活用施設を整備する手法を採用する。

●整備スキーム

①運営法人の公募
②選定委員会

で選定
③要求水準書等作成 ⇒ 整備事業者の入札公告

④総合評価

一般競争入札で

選定

社会福祉法人

整備事業者

応募

応札

民間施設部分

・特別養護老人ホーム
・障害者入所施設

等

川崎市施設部分

・（仮称）南部リハビリテーションセンター
・（仮称）福祉総合研修センター
・（仮称）ウェルフェアイノベーション

 連携・推進センター
・防災集中備蓄倉庫　　　等

土地

・社会福祉法人の持分については、土地代を免除する。
建物
・整備事業者が、既存建物を解体し、跡地に建物を建設する。

・本市は、社会福祉法人に施設整備費に係る補助を行う。
運営
・民間施設は、社会福祉法人が運営する。

土地所有者： 川 崎 市 借 地 権 者： 社会福祉法人

・本市は、民間施設を運営する社会福祉法人に対し50年（建設期間等を除く）の一般定
期借地権を設定する。

・建物完成後、本市は、本市施設部分（（仮称）南部リハビリテーションセンター、（仮
称）福祉総合研修センター、（仮称）ウェルフェアイノベーション連携・推進センター、防災
集中備蓄倉庫、共用部分の共有持分）を、社会福祉法人は、民間施設部分（特別養
護老人ホーム、障害者入所、共用部分の共有持分）を整備事業者から買い取る。

・本市施設は、施設の性質に応じて、本市の直営、指定管理、委託等により運営する。

社会福祉法人

所有部分

川崎市所有部分

土地

建物

社会福祉法人

川崎市

建物

代金

補
助
金

整備事業者

建物

代金


